
報告第９号 

令和４年度かすみがうら市財政健全化判断比率及び資金不足比率 

について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

令和５年９月５日提出 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙  

１ 健全化判断比率  （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― ９．５ ５４．７ 

(１３．１４) (１８．１４) (２５．０) (３５０．０) 

※ 表中の括弧内の数値は、かすみがうら市に適用される早期健全化基準である。 

※ 表中の実質赤字比率及び連結実質赤字比率における「 ― 」の記号は、赤字と

なっていないことを表示している。

２ 資金不足比率 （単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 ― 

下水道事業会計 ― 

※ かすみがうら市に適用される経営健全化基準は２０．０％である。

※ 表中の資金不足比率における「 ― 」の記号は、資金不足額となっていないこ

とを表示している。
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令和 4年度 

かすみがうら市健全化判断比率等審査意見書 

令和 5年 8月 18日 

かすみがうら市監査委員 
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か 監 査 第 9 3 号 

 令和 5 年 8 月 18 日 

かすみがうら市長 宮 嶋 謙 様 

かすみがうら市監査委員  都 賀 重 信 

かすみがうら市監査委員  茅 場 武 史 

かすみがうら市監査委員  岡 﨑   勉 

（公 印 省 略） 

令和 4年度かすみがうら市健全化判断比率等審査意見について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び同法第 22 条第 1

項の規定により、令和 4 年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率並び

にその算定の基礎となる事項を記載した書類の審査を実施したので、その結果

について、次のとおり意見を付して提出します。 
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令和 4年度かすみがうら市健全化判断比率等審査意見書 

第１ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び同法第 22

条第 1項の規定に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査 

第２ 審査の対象 

１ 健全化判断比率 

（１）実質赤字比率

（２）連結実質赤字比率

（３）実質公債費比率

（４）将来負担比率

２ 資金不足比率 

３ 上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

第３ 審査の着眼点 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定が適正であるか、その算定の

基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成されているかを主

眼とした。 

第４ 審査の主な実施内容 

審査に当たっては、かすみがうら市監査基準に準拠し、提出された健

全化判断比率及び資金不足比率が、関係法令に基づき適正に算定されて

いるか確認するとともに、それらの算定の基礎となる事項を記載した書

類が、関係法令に基づき適正に作成されているかについて、関係職員か

ら説明を聴取し審査を行った。 

第５ 審査の日程及び実施場所 

日程 令和 5年 8月 4日 

場所 かすみがうら市役所 千代田庁舎 第 7・8会議室 
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第６ 審査の結果 

１ 健全化判断比率審査 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

記 

(％) 

健全化判断比率 令和 4年度 令和 3 年度 早期健全化基準 

① 実質赤字比率   －   － 13.14 

②連結実質赤字比率 － － 18.14 

③実質公債費比率 9.5 9.7 25.0 

④将来負担比率 54.7 51.5 350.0 

＊実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額及び連結実

質赤字額がないため「－」表示 

①実質赤字比率

令和 4 年度の実質赤字比率は、実質収支額が黒字のため△5.93％

（令和 3 年度△10.22％）となっており、早期健全化基準の 13.14％

と比較すると、これを下回っている。 

②連結実質赤字比率

令和 4 年度の連結実質赤字比率は、連結実質収支額が黒字のため

△16.08％（令和 3 年度△20.54％）となっており、早期健全化基準

の 18.14％と比較すると、これを下回っている。 

③実質公債費比率

令和 4年度の実質公債費比率は 9.5％となっており、早期健全化基

準の 25.0％と比較するとこれを下回っている。また、前年度の 9.7％

と比較すると 0.2ポイント改善している。 

④将来負担比率

令和 4 年度の将来負担比率は、54.7％となっており、早期健全化

基準の 350.0％と比較するとこれを下回っている。また、前年度の

51.5％と比較すると 3.2ポイント増加している。 
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２ 資金不足比率審査（公営企業） 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

令和 4 年度の水道事業会計並びに下水道事業会計の資金不足比率は、

下記のとおり資金不足額もなく、経営健全化基準の 20.0％と比較すると

これを下回っている。 

記 

(％) 

会 計 名 
資金不足比率 

経営健全化基準 
令和 4年度 令和 3年度 

水 道 事 業 会 計 ― ― 20.0 

下水道事業会計 ― ― 20.0 

＊資金不足額がないため「―」表示 

第７ 審査の意見 

本市の健全化判断比率については早期健全化基準を下回っており、 

また、資金不足比率については資金不足額がなく経営健全化基準を下回

ってはいるが、財政力指数や経常収支比率については課題が残るものと

なっており、本市の財政を取り巻く環境は依然として厳しい状況である。 

引き続き各指標の推移には十分留意し健全な財政運営に努められた

い。 
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※健全化判断比率等の概要

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

実質公債費比率 

（3か年平均） 

＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元

利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額） 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準

財政需要額算入額） 

資金不足比率 ＝ 
資金不足の額 

事業の規模 
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